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研究 の 目 的 と背 景  

 本 研究 の 目的 は 、小・中学 生の 消費 生活 に 関わ る行 動 や意 識・知 識を 明ら か にし たう え で 、家 庭科

の消 費生 活 領域 にお い て、「 契約 」概 念及 び 、「 ク レジ ット カー ド の仕 組み 」 につ いて 、 どの 学年 で 、

どの よう な 教材 によ っ て学 習す る のが 効果 的 なの かを 明 らか にす る こと であ る 。  

新学 習指 導 要領 にお い て 、小 学校 では「 契約 」につ いて 、中学 校で は「ク レジ ット カー ド の仕 組み 」

につ いて、新た に家 庭 科で 学ぶ こ とと なっ た 。家庭 科で は学 習内 容 の学 年指 定 がな いこ と から、小中

学校 のど の 段階 で学 ぶ こと が適 切 なの か明 ら かに する 必 要が ある 。また 、授 業 内で 取り 扱 うべ き範 囲

や、児 童生 徒に とっ て 、主体 的・対話 的で 深 い学 びと な るた めに ど のよ うな 教 材を 用い た 授業 展開 を

行う と良 い か、 検討 を 重ね る必 要 があ ると 考 えら れる 。

研究実施計画・方法 

 本 研究 で は、 以下 の 3 つの調 査 を行 い、 分 析し た。  

【事 前調 査 】  

方法 ：質 問 紙調 査   調査 期間 ： 2018 年 7 月 ～ 9 月  

対象 ：小 ５ ～中 ３の 児 童生 徒 644 名（ 小５ ： 97 名 、小 ６ ： 102 名、 中１ ： 134 名、 中２ ： 155 名、 中

３： 156 名 ）  

目的：普 段 の消 費生 活 にか かわ る 行動 や意 識 、契 約や ク レジ ット カ ード に関 す る知 識の 理 解度 を明 ら

かに する 。  

【授 業実 践 観察 調査 】

事前 調査 の 結果 を基 に 、附 属小 金 小お よび 附 属小 金井 中 の家 庭科 教 諭と 協力 し て教 材を 開 発し 、授

業実 践を 行 った 。昨 年 度ま での 公 開セ ミナ ー およ び公 開 研等 での 取 り組 みか ら 、タ ブレ ッ トを 活用 す

るこ とが 効 果的 であ る と考 えら れ たこ とか ら 、タ ブレ ッ トを 教具 と して 取り 入 れる こと に した 。そ れ

ぞれ 1 単 元 2 時間の 授 業と し、 学 年に よる 違 いを 検討 す るた め、 小 学校 は 5， 6 年生に 「 契約 と買 い

物の 仕方 」、中 学校 は 1， 2 年生 に 「支 払方 法 の多 様性 （ クレ ジッ ト カー ドを 含 む）」 を題 材に 、同 一

の内 容で 授 業を 行っ た 。授業 は、後方 と前 方 から 固定 カ メラ で、抽 出班 1 つ を ハン ディ カ メラ で撮 影

し、 音声 は IC レ コー ダ で録 音し た 。  

【事 後調 査 】  

方法 ：質 問 紙調 査   調査 期間 ： 2019 年 2 月 ～ 3 月（ 授 業実 践後 ）  

対象 ：小 ５ ～中 ２の 児 童生 徒 485 名（ 小５ ： 97 名 、小 ６ ： 102 名、 中１ ： 136 名、 中２ ： 150 名）  

目的：事 前 調査 との 比 較か ら、授 業の 効果 を 明ら かに す る。また 、授業 前の 知 識や 経験 に よっ て、事

後の 結果 に 差が ある の かを 検討 す る。

研究結果 

事前 調査 の 結果 より 、 学年 によ っ て、 消費 生 活に 関す る 行動 や意 識 ・知 識に 差 が大 きく 見 られ た。

特に 5 年 生 では、知識 や経 験が 乏 しか った。契約 の成 立 する 要件 や 、契約 の取 り消 しな ど に関 する 問

いの 正答 率 は、全体 的 に低 かっ た 。事 前調 査 と事 後調 査 の結 果を 対 応の ある t 検定 を用 い て比 較し た

とこ ろ 、小 学校 では 授 業で 取り 上 げた「 契約 」に関 する 問い の正 答 率が 有意 に 高く なっ て おり 、中学

校に 関し て は、「 クレ ジッ トカ ー ドや デビ ッ ドカ ード な ど多 様な 支 払い 方法 」 に関 する 問 いの 正答 率

が有 意に 高 くな って い た。今 回行 った 授業 実 践の 効果 が あっ たと い える。今後 、さら に質 問紙 調査 の

分析 を進 め ると とも に 、授 業観 察 デー タに つ いて も分 析 する 。授 業 で取 り上 げ た内 容で あ って も応 用

的な 問い の 場合 、正 答 率が ３割 程 度に とど ま る項 目も あ り、授業 方 法を さら に 検討 して い く必 要も あ

ると 考え ら れる。

【研究成果発表方法】
・日本家庭科教育学会第 62 回大会での発表（発表申し込み中） 
・家庭科学会誌もしくは本学紀要へ投稿予定

・附属学校での公開研、教員免許更新講習などで、開発した教材および授業実践の提案（予定）

・研究に協力してた頂いた西岡里奈教諭（附属小金井小学校）が、本研究で行った授業実践を「教科書＋α 絶対楽しい家庭

科授業」（2019 年 8 月東洋館出版社より刊行予定）に執筆中

※ 発 表 論 文 名 （ 口 頭 発 表 を 含 む ）， 氏 名 ， 学 会 誌 等 名 （ 投 稿 中 ・ 投 稿 予 定 ・ 執 筆 中 ） を 記 入 す る こ と 。

※ 本 経 費 を 用 い て 、 報 告 書 （ 冊 子 等 ） を 作 成 し た 場 合 に は 、 本 様 式 と と も に 1 部 を 提 出 す る こ と 。




